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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第17期
第１四半期
連結累計期間

第18期
第１四半期
連結累計期間

第17期

会計期間
自2020年５月１日
至2020年７月31日

自2021年５月１日
至2021年７月31日

自2020年５月１日
至2021年４月30日

売上高 （千円） 1,987,266 2,367,714 8,333,582

経常利益 （千円） 136,015 148,891 352,741

親会社株主に帰属する四半期純利

益又は親会社株主に帰属する四半

期純損失（△）

（千円） △340,968 69,445 △653,091

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △338,140 71,462 △644,779

純資産額 （千円） 909,338 2,069,255 640,281

総資産額 （千円） 4,280,802 5,819,607 3,776,169

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり四半期純損失（△）
（円） △14.89 2.19 △28.45

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － 2.17 －

自己資本比率 （％） 20.1 34.8 15.6

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．第17期第１四半期連結累計期間及び第17期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式

は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

３．当社は株式報酬制度を導入するための信託が保有する当社株式を連結財務諸表において自己株式として計上

しております。株主資本において自己株式として計上されている当該信託が保有する当社株式は、１株当た

り情報の算定上、期中平均株式数から控除する自己株式に含めております。

４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の

期首から適用しており、当第１四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を

適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】
（当社株式の上場廃止リスク等について）
　当第１四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」からの重要な
変更があった事項は以下のとおりです。
　また、以下の見出しに付された項目番号は、前連結会計年度の有価証券報告書における「第一部 企業情報 第２

事業の状況 ２.事業等のリスク」の項目番号に対応したものであり、文中の下線部分が変更箇所です。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。
 
(3)組織体制に関するリスク
ｅ．上場廃止リスク等について

　当社株式は、2020年11月28日付で、株式会社東京証券取引所から、以下のとおり特設注意市場銘柄に指定され

ております。

①特設注意市場銘柄指定の理由

株式会社東京証券取引所から以下の指摘を受けております。

「ハイアス・アンド・カンパニー株式会社（以下「同社」という。）は、2020年８月31日、第三者委員会の設置

等について開示し、また、同年９月29日に新規上場前からの不適切な会計処理（以下「不適切会計」という。）

に関する第三者委員会の中間調査報告書を開示、さらに、同年９月30日、過年度の決算短信等の訂正を開示する

とともに、監査報告書の意見不表明等について開示しました。これらの開示等を受け、同日、当取引所は、同社

が提出した新規上場申請及び上場市場の変更申請に係る宣誓書において宣誓した事項について重大な違反を行っ

たおそれがあると判断し、同社株式を監理銘柄（審査中）に指定しました。 その後、同社は、2020年10月26

日、不適切会計に関する第三者委員会の最終調査報告書及び2021年４月期第１四半期の四半期連結財務諸表につ

いて限定付結論の四半期レビュー報告書を受領した旨を開示し、さらに、同年11月16日、新経営体制等について

開示しました。

これらの開示等を受け、以下の状況が明らかとなりました。

同社が、同社株式の当取引所マザーズへの新規上場申請及びその後の当取引所本則市場への上場市場の変

更申請において、当取引所に提出する書類の記載に漏れがなく、かつ、すべて真実である旨の宣誓書を提出し

ていたにもかかわらず、申請書類に虚偽の財務諸表を記載し、審査過程での照会に繰り返し虚偽の書面回答を

行い、さらに報告すべき事項が追加発生した際もその報告を怠っていたこと

一方で、不適切会計による過年度決算の訂正規模は、通期売上高の最大訂正額でも17百万円の減額にとど

まるなど、財務数値の虚偽の程度は限定的であり、新規上場及び市場変更に係る数値基準の未達もなかったと

考えられること、また、訂正後の過年度の財務諸表に対する監査意見は意見不表明であるものの、第三者委員

会の最終調査報告書の内容及び2021年４月期第１四半期の四半期連結財務諸表に対する四半期レビューが限定

付結論であること等を踏まえると、訂正規模が大幅に拡大する可能性は相当程度低いと考えられること

監査法人から誠実性に深刻な疑義ありと指摘され意見不表明の原因となった同社元代表取締役社長をはじ

め、不適切会計に関与又は認識した同社取締役及び監査役の全員が、昨年12月末までに同社取締役及び監査役

を辞任する見込みであること

以上を総合的に勘案すると、同社が提出した新規上場申請及び上場市場の変更申請に係る宣誓書において

宣誓した事項について、重大な違反を行ったとして上場廃止が相当であるとまでは認められないことから、同

社株式について、監理銘柄（審査中）の指定を解除することとします。

一方で、同社が、新規上場申請及び上場市場の変更申請に係る宣誓書において宣誓した事項について違反

していた背景として、本件では主に以下の点が認められました。

同社では、同社元代表取締役社長を含むほとんどの取締役が、上場審査をすり抜ける目的で不適切会計に

ついて関与又は認識するなど、内部統制が無効化されていたこと

同社元代表取締役社長を始めとする取締役の一部は、新規上場審査及び市場変更審査において虚偽の回答

をしたのみならず、不適切会計の発覚後の段階においても、日本取引所自主規制法人に対する虚偽の説明や監

査法人の監査手続の妨害といった隠蔽工作を行うなど、信頼性のある財務報告を行う意識や市場関係者に対す

る誠実性が著しく欠如していたこと

取締役会は、同社元代表取締役社長等が参加する別の会議において実質的に決定された内容を追認する形

で運営されるなど形骸化しており、取締役の業務執行に対する監督機能が十分に発揮されていなかったこと

常勤監査役は、不適切会計の一部を認識していたにもかかわらずこれを是正する対応を行わないなど、監

査役としての監視機能を果たしていなかったこと

営業部門を牽制すべき財務経理部門が営業部門のサポート的な役割を担っていたほか自ら不適切会計に関

与するなど社員のコンプライアンス意識も欠如しており、また、稟議の形骸化や契約書の軽視が蔓延していた

など、不適切会計の実行を可能とする土壌が生じていたこと

以上を総合的に勘案すると、本件は、同社が内部管理体制の重大な不備により新規上場申請及び上場市場の変

更申請に係る宣誓書において宣誓した事項について違反を行ったものであり、同社の内部管理体制等については

改善の必要性が高いと認められることから、同社株式を特設注意市場銘柄に指定することとします。
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②特設注意市場銘柄指定期間

2020年11月27日から原則１年間とし、１年後に当社から内部管理体制確認書を提出、株式会社東京証券取引所

が内部管理体制等の審査を行い、内部管理体制等に問題があると認められない場合には指定が解除になります。

一方で、内部管理体制等に問題があると認められる場合には、原則として上場廃止となります。ただし、その後

の改善が見込まれる場合には、特設注意市場銘柄の指定を継続し、６ヵ月間改善期間が延長されます。なお、特

設注意市場銘柄指定中であっても内部管理体制等の改善見込みがなくなったと認められる場合には、上場廃止と

なります。

 

③今後の対応

当社は第三者委員会の指摘を受け、2020年９月30日付で経営体制を刷新しました。更に社外取締役の拡充やガ

バナンスの強化を図るために2020年12月23日開催の臨時株主総会での承認をもって新経営体制に移行しました。

また、2021年７月29日開催の当社第17期定時株主総会での承認をもって、更なるコーポレートガバナンスの強化

を目的に、監査等委員会設置会社へ移行し、経営体制を刷新いたしました。
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２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を

当第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。詳細については、「第４　経理の状況　１ 四半期連結財務

諸表　注記事項　（会計方針の変更等）及び（セグメント情報等）」をご参照ください。

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間の日本経済は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により厳しい状況が継続しまし

た。ワクチン接種が進み経済に一時的な回復基調はあったものの、再び国内外に感染が拡大し、また、今後も個人

消費や経済活動の停滞が予想されることから、先行きについては厳しい状況が続くと見込まれております。

当社グループの事業領域に関わる住宅不動産業界におきましては、新設住宅着工戸数が第１四半期としては４年

ぶりに前年比プラスに転じ、持ち家に関しては2021年11月より８ヶ月連続で前年比プラスとなりました。政府の住

宅取得支援策の実施や新たな生活様式への対応のため、住宅取得への関心が高まっていると予想されます。しかし

ながらコロナ禍の収束は未だ見えず、依然として先行き不透明な状況が続いております。

当社は2021年６月４日付で株式会社くふうカンパニーの連結子会社となり、2021年７月29日開催の定時株主総会

にて承認されました通り、監査等委員会設置会社に移行すると共に、経営体制を刷新いたしました。また、新経営

体制の下、前経営体制下において作成しておりました改善計画を再考し、具体的な再発防止策を含めた改善計画を

公表予定です。

このような事業環境下ではありますが、当社グループは主力の高性能デザイナーズ住宅「R+house」事業の強

化、安定した収益基盤の確立を目指した事業活動を継続して行ってまいりました。

主力の「R+house」事業においては、コロナ禍における消費者ニーズの変化を捉えた「新しい生活様式」に対応

する建築家のプランの提案及びオンライン面談を積極的に進めてまいりました。加盟店においては、コロナ禍での

営業活動という成約の下、集客が厳しい状況ではありましたが、住宅ローン減税の駆け込み需要も追い風となり、

その結果、第１四半期累計期間(５月－７月)において前年同期比約30％増の受注件数となりました。

販売費及び一般管理費については、業務改善計画策定に向けたコンサルティング費用や訴訟に関わる法律相談費

用が増加した一方、オンラインによる面談を増やすことで出張旅費を抑える等して効率的な使用に努めました。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は2,367百万円（前期比19.1％増）、営業利益は146百万

円（前期比△6.1％）、経常利益は148百万円（前期比9.5％）、親会社株主に帰属する四半期純利益は69百万円

（前期は親会社株主に帰属する四半期純損失340百万円）となりました。なお、収益認識会計基準等を適用したこ

とにより、当第１四半期連結累計期間の経営成績は従来の会計処理方法に比べ、売上高が251百万円、営業利益が

90百万円それぞれ増加しています。

 

セグメント別の業績は、次の通りです。

 

・コンサルティング事業

コンサルティング事業における当第１四半期連結累計期間は、新型コロナウイルス感染拡大の影響があるものの、

「R+house」を中心としてロイヤルティ等が伸長し、売上高は1,689百万円（前期比2.3％増）、営業利益は153百万円

（前期比22.8％減）となりました。なお、収益認識会計基準等の適用により、売上高は23百万円、営業利益は25百万

円増加しております。

 

・建築施工事業

建築施工事業における当第１四半期連結累計期間は、「R+house」の受注数、着工数が順調に増え、売上高が増加し

た一方、株式会社ウェルハウジング、SUNRISE株式会社において、投資としてのコストが先行していることから、売

上高は732百万円（前期比81.6％増）、営業損失は５百万円（前期は営業損失43百万円）となりました。なお、収益

認識会計基準等の適用により、売上高は228百万円、営業利益は65百万円増加しております。

 

・その他

その他の事業における当第１四半期連結累計期間は、不動産特定共同事業等に関する支援業務等として、営業損失は

２百万円（前期は営業損失０百万円）となりました。なお、収益認識会計基準等の適用による影響は軽微でありま

す。
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(2）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は5,819百万円となり、前連結会計年度末と比べ2,043百万円増加

しました。その主な要因は、受取手形及び売掛金が188百万円減少した一方、現金及び預金が1,739百万円、仕掛品

が389百万円、繰延税金資産が177百万円増加したことによるものです。

当第１四半期連結会計期間末における負債合計は3,750百万円となり、前連結会計年度末と比べ614百万円増加し

ました。その主な要因は、短期借入金が298百万円、長期借入金が64百万円減少した一方、前受金が973百万円増加

したことによるものです。

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は2,069百万円となり、前連結会計年度末と比べ1,428百万円増

加しました。その主な要因は、利益剰余金が485百万円減少した一方、資本金、資本剰余金が1,919百万円増加した

ことによるものです。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(4）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発費の金額につきましては、当社グループの研究開発活動が事業開発

部門の業務の一環として行われているものであることから、区分計上しておりません。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 66,960,000

計 66,960,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2021年７月31日）

提出日現在発行数（株）
（2021年９月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 37,358,300 37,325,280
東京証券取引所

(マザーズ)

完全議決権株式であ

り、株主としての権

利内容に何ら限定の

ない当社における標

準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。

計 37,358,300 37,325,280 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2021年５月１日～
2021年７月31日
（注）

14,012,600 37,358,300 959,822 1,393,376 959,822 1,293,376

（注）新株予約権の行使による増加であります。

　株式給付信託の制度廃止に伴い取得した自己株式52,820株を、2021年8月31日付で消却しています。

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

なお、株式会社くふうカンパニーが、2021年４月15日から実施しておりました当社の普通株式に対する公開買

付けが、2021年５年28日をもって終了しており、また、当社が株式会社くふうカンパニーを割当先として実施

した、第三者割当による新株式の発行に関して、2021年６月４日に、同社からの本第三者割当増資の金銭の払

込みが完了した結果、当社の総株主の議決権の数に対する株式会社くふうカンパニーの所有に係る当社の議決

権の数の割合が、50％を超えることとなり、同社は当社の親会社となりました。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2021年４月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

    2021年４月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式普通株式 100

完全議決権株式（その他） 普通株式 23,341,700 233,417 同上

単元未満株式 普通株式 3,900 － －

発行済株式総数 普通株式 23,345,700 － －

総株主の議決権  － 233,417 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、「役員向け株式交付信託」及び「従業員向け株式給交付

託」制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が所有している当社株式383,840株が含

まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式72株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2021年４月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対す

る

所有株式数

の割合

(％)

（自己保有株式）

ハイアス・アンド・カンパ

ニー株式会社

東京都品川区上大崎

二丁目24番９号
100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

（注）自己名義所有株式には、「役員向け株式交付信託」の信託財産としてみずほ信託銀行株式会社（再信託受託者：株

式会社日本カストディ銀行）が保有する当社株式52,820株及び「従業員向け株式交付信託」の信託財産としてみずほ信託

銀行株式会社（再信託受託者：株式会社日本カストディ銀行）が保有する当社株式331,020株を含めておりません。
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２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1）新任役員

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

就任年月日

代表
取締役

新野　将司 1975年２月28日生

1998年４月 ㈱ニチメン（現　双日
㈱）入社

2000年８月 ㈱アイシーピー入社

2001年12月 ㈱カカクコム取締役

2003年６月 ㈱アイシーピー取締役

2004年４月 ㈱バイクブロス取締役

2007年４月 同社　代表取締役

2011年４月 ㈱Medical　Cubic（現
㈱プロトメディカルケ
ア）代表取締役

2015年12月 ジャパンベストレス
キューシステム㈱取締
役

2017年12月 ㈱みんなのウェディン
グ（現㈱エニマリ）取
締役

2018年６月 同社　代表取締役

2018年10月 ㈱くふうカンパニー代
表取締役

2019年１月 ㈱オウチーノ取締役

2019年５月 ㈱Zaim取締役

2020年３月 ふくろう少額短期保険
㈱（現くふう少額短期
保険㈱）取締役

2020年６月 ㈱オウチーノ代表取締
役

2020年６月 ㈱おうちのくふう代表
取締役

2020年６月 ㈱みんなのウェディン
グ（現㈱エニマリ）取
締役

2020年８月 ㈱SevenSignatures　
International　取締役

2021年７月 当社　代表取締役（現
任）

(注)１ － 2021年７月29日
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

就任年月日

取締役 熊谷　祐紀 1970年６月27日生

1996年４月 弁護士登録　小松・
狛・西川法律事務所　
入所

1998年12月 三井・安田・和仁・前
田法律事務所　入所

2003年１月 米国ニューヨーク州弁
護士登録

2004年12月 三菱商事㈱入社

2016年11月 熊谷法律事務所設立　
代表弁護士（現任）

2016年12月 ㈱みんなのウェディン
グ（現㈱エニマリ）監
査役

2017年６月 綿半ホールディングス
㈱　取締役

2018年10月 ㈱くふうカンパニー取
締役

2020年３月 ふくろう少額短期保険
㈱（現くふう少額短期
保険㈱）監査役

2021年７月 当社　取締役（現任）

(注)１ － 2021年７月29日

取締役 石渡　進介 1969年８月30日生

1998年４月 牛島法律事務所（現　
牛島総合法律事務所）
入所

2001年１月 Field‐R法律事務所設
立

2007年10月 クックパッド㈱　取締
役

2008年８月 ヴァスコ・ダ・ガマ法
律会計事務所設立　
パートナー弁護士（現
任）

2010年７月 ㈱コロプラ　取締役
（現任）

2011年３月 クックパッド㈱　取締
役兼執行役

2015年３月 クックパッド㈱　執行
役員

2015年７月 ㈱みんなのウェディン
グ（現㈱エニマリ）代
表取締役社長兼CEO

2018年10月 ㈱くふうカンパニー取
締役（現任）

2019年６月 Supershipホールディン
グス㈱取締役（現任）

2019年８月 ㈱鹿島アントラーズ・
エフ・シー取締役（現
任）

2019年９月 スターフェスティバル
㈱取締役（現任）

2021年７月 当社　取締役会長（現
任）

(注)１ － 2021年７月29日
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

就任年月日

取締役 穐田　誉輝 1969年４月29日生

1993年４月 ㈱日本合同ファイナン
ス（現ジャフコグルー
プ㈱）入社

1996年４月 ㈱ジャック（現㈱カー
チスホールディング
ス）入社

1999年９月 ㈱アイシーピー代表取
締役

2000年５月 ㈱カカクコム取締役

2001年12月 同社　代表取締役

2007年７月 クックパッド㈱取締役

2012年５月 同社　代表執行役

2012年11月 ㈱Zaim取締役（現任）

2015年７月 ㈱みんなのウェディン
グ（現㈱エニマリ）取
締役

2017年１月 ㈱ロコガイド取締役

2017年３月 ㈱オウチーノ

2017年４月 ㈱ロコガイド代表取締
役（現任）

2017年６月 ㈱LITALICO社外取締役
（監査等委員）

2018年10月 ㈱くふうカンパニー取
締役（現任）

2021年７月 当社　取締役（現任）

(注)１ － 2021年７月29日
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

就任年月日

取締役 菅間　淳 1971年７月26日生

1993年10月 公認会計士第２次試験
合格

1995年４月 山一證券㈱入社

1998年２月 プライスウォーターハ
ウスコンサルタント㈱
入社

2000年４月 メリルリンチ証券東京
支店入社

2003年10月 リーマン・ブラザーズ
証券東京支店入社

2006年７月 ドイツ証券㈱入社

2014年５月 クックパッド㈱執行役

2017年３月 ㈱オウチーノ取締役

2018年10月 ㈱くふうカンパニー取
締役（現任）

2018年10月 ㈱みんなのウェディン
グ（現㈱エニマリ）取
締役

2020年３月 ㈱おうちのアドバイ
ザー（現㈱おうちのく
ふう）取締役

2020年３月 ふくろう少額短期保険
㈱（現くふう少額短期
保険㈱）取締役

2021年３月 ㈱キッズスター監査役
（現任）

2021年７月 当社　取締役（現任）

2021年７月 ㈱エニマリ　監査役
（現任）

2021年７月 ㈱オウチーノ　監査役
（現任）

2021年７月 ㈱おうちのくふう　監
査役（現任）

2021年７月 くふう少額短期保険
㈱　監査役（現任）

2021年７月 ㈱Seven　Signatures　
International　監査役
（現任）

(注)１ － 2021年７月29日
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

就任年月日

取締役 飯田　耕一郎 1971年10月15日生

1996年４月 弁護士登録　森綜合法
律事務所（現　森・濱
田松本法律事務所）入
所（現任）

2005年６月 米国カリフォルニア州
弁護士登録

2011年12月 ㈱コロプラ　監査役

2013年10月 HEROZ㈱　監査役

2014年６月 Sansan㈱　監査役

2015年７月 ㈱みんなのウェディン
グ（現　㈱エニマリ）
監査役

2015年８月 Sansan㈱　取締役

2015年12月 ㈱コロプラ　取締役
（監査等委員）（現
任）

2017年９月 HEROZ㈱　取締役（監査
等委員）

2018年10月 ㈱くふうカンパニー　
取締役（監査等委員）
（現任）

2020年10月 ㈱スタジアム　監査
役　（現任）

2021年７月 当社　取締役（現任）

(注)１ － 2021年７月29日

取締役
（監査
等委
員）

田丸　正敏 1948年１月６日生

1971年４月 ㈱日本興業銀行（現㈱
みずほ銀行）入行

1988年６月 同行　ニューヨーク支
店経理部長

1994年５月 同行　日本橋支店副支
店長

1997年６月　同行　検査役

2000年４月 興和不動産㈱（現　日
鉄興和不動産㈱）入社

2004年11月 同社　執行役員財務本
部副本部長兼経理部長

2007年７月 同社　常勤監査役

2011年12月 ㈱オウチーノ監査役

2018年10月 ㈱くふうカンパニー取
締役（監査等委員）
（現任）

2018年10月 ㈱Seven Signatures
International監査役

2020年６月 ㈱おうちのくふう監査
役

2021年７月 当社　取締役（監査等
委員）（現任）

(注)２ － 2021年７月29日
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

就任年月日

取締役
（監査
等委
員）

吉澤　航 1972年１月10日生

1994年４月 新宿監査法人　入所

1994年10月 中央監査法人（現　PwC
あらた有限責任監査法
人）入所

1999年３月 メリルリンチ証券東京
支店（現Bofa証券㈱）
入社

2005年８月 スパークス・キャピタ
ル・パートナーズ㈱入
社

2007年４月 ㈱モルガン・スタン
レー・プロパティーズ
（現　モルガン・スタ
ンレー・キャピタル
㈱）入社

2008年５月 ジャパン・ビジネス・
アシュアランス㈱入社

2011年10月 吉澤公認会計士事務所
代表（現任）

2012年５月 ブライト・パートナー
ズ㈱代表取締役（現
任）

2014年６月 ㈱センチュリー21・
ジャパン社外監査役
（現任）

2019年10月 ㈱ロコガイド社外取締
役（監査等委員）（現
任）

2021年７月 当社　社外取締役（監
査等委員）（現任）

(注)２ － 2021年７月29日

取締役
（監査
等委
員）

瀧澤　輝 1985年７月５日生

2012年12月 弁護士登録

2013年１月 シティユーワ法律事務
所　入所

2017年10月 たきざわ法律事務所開
設　（現任）

2021年７月 当社　社外取締役（監
査等委員）（現任）

(注)２ － 2021年７月29日

（注）１.　2021年７月29日開催の定時株主総会の終結の時から2021年９月期に係る定時株主総会の終結の時までであ
ります。

（注）２.　2021年７月29日開催の定時株主総会の終結の時から2022年９月期に係る定時株主総会の終結の時までであ

ります。

 

 

(2）退任役員
 

役職名 氏名 退任年月日

代表取締役 福島　宏人 2021年７月29日

取締役 矢部　智仁 2021年７月29日

社外取締役 赤井　厚雄 2021年７月29日

社外取締役 森田　正康 2021年７月29日

社外取締役 川口　有一郎 2021年７月29日

常勤監査役 朝倉　祐治 2021年７月29日

社外監査役 辻　　高史 2021年７月29日

社外監査役 青木　英憲 2021年７月29日

　

 

(3）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性8名　女性1名（役員のうち女性の比率11.1％）
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2021年５月１日から2021年

７月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2021年５月１日から2021年７月31日まで）に係る四半期連結財務諸表

について、監査法人アリアによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年４月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年７月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,463,691 3,203,277

受取手形及び売掛金 618,031 429,796

商品 90,462 92,154

販売用不動産 114,690 93,170

その他 280,776 729,784

貸倒引当金 △17,991 △4,064

流動資産合計 2,549,662 4,544,118

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 236,286 229,898

その他（純額） 114,556 108,910

有形固定資産合計 350,842 338,809

無形固定資産   

のれん 185,500 159,000

その他 323,639 244,738

無形固定資産合計 509,139 403,738

投資その他の資産 ※ 366,524 ※ 532,940

固定資産合計 1,226,506 1,275,488

資産合計 3,776,169 5,819,607

負債の部   

流動負債   

買掛金 478,732 434,453

短期借入金 840,169 541,670

１年内返済予定の長期借入金 292,232 284,648

未払法人税等 51,268 41,583

前受金 341,737 1,314,848

賞与引当金 17,454 23,412

訂正関連費用引当金 45,420 45,420

その他 368,730 435,907

流動負債合計 2,435,744 3,121,943

固定負債   

長期借入金 523,197 466,116

役員株式給付引当金 18,427 606

株式給付引当金 122,132 131,201

その他 36,386 30,485

固定負債合計 700,142 628,408

負債合計 3,135,887 3,750,351

純資産の部   

株主資本   

資本金 433,554 1,393,376

資本剰余金 358,563 1,318,385

利益剰余金 53,520 △432,368

自己株式 △256,163 △256,163

株主資本合計 589,474 2,023,230

新株予約権 1,248 1,248

非支配株主持分 49,559 44,777

純資産合計 640,281 2,069,255

負債純資産合計 3,776,169 5,819,607
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　2020年５月１日
　至　2020年７月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2021年５月１日
　至　2021年７月31日)

売上高 1,987,266 2,367,714

売上原価 914,615 1,239,078

売上総利益 1,072,650 1,128,636

販売費及び一般管理費 916,721 982,225

営業利益 155,928 146,410

営業外収益   

受取利息 0 4

助成金収入 500 1,655

リース解約益 － 2,278

その他 166 418

営業外収益合計 666 4,356

営業外費用   

支払利息 1,988 1,875

市場変更関連費用 18,591 －

営業外費用合計 20,580 1,875

経常利益 136,015 148,891

特別利益   

その他 － 1,509

特別利益合計 － 1,509

特別損失   

固定資産除却損 － 23,940

投資有価証券売却損 － 1,999

特別退職金 － 16,380

訂正関連費用引当金繰入額 570,288 －

特別損失合計 570,288 42,320

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△434,273 108,080

法人税、住民税及び事業税 58,619 30,240

法人税等調整額 △154,752 6,377

法人税等合計 △96,133 36,618

四半期純利益又は四半期純損失（△） △338,140 71,462

非支配株主に帰属する四半期純利益 2,828 2,016

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△340,968 69,445
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　2020年５月１日
　至　2020年７月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2021年５月１日
　至　2021年７月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △338,140 71,462

その他の包括利益 － －

四半期包括利益 △338,140 71,462

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △340,968 69,445

非支配株主に係る四半期包括利益 2,828 2,016
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【注記事項】

（追加情報）

当社は、2020年第１四半期連結会計期間に株主からの株主代表訴訟の請求を受けたことを契機として、過年度決

算における売上高の架空計上などの疑義に関する調査を開始し、2020年８月31日には第三者委員会を設置し、この

不適切会計問題を調査してまいりました。

2020年９月30日には、2020年９月28日付の第三者委員会の中間調査報告書で当該不適切会計問題に関する指摘を

受け当社は過年度決算を訂正し、遅延していた2020年４月期の有価証券報告書を提出致しました。

しかし、前々連結会計年度を含む過年度決算に関して、前任監査人からは、監査意見を表明する前提となる経営

者の誠実性について深刻な疑義を生じさせる事象が存在するとの指摘を受け、監査意見は意見不表明となっており

ます。

これに対して、当社では、速やかに当該事態を解消するために、前任監査人の意見不表明の原因となった経営者

が2020年９月30日付けで退任し、2020年12月23日開催の臨時株主総会によって新経営体制に移行するなどの経営体

制の刷新を図っており、経営の信頼を回復するため経営体制やガバナンスの更なる改革を進めてまいります。

 

（会計方針の変更）

(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

 

これにより、主に以下の変更を行いました。

・サービス導入時に発生する「初期導入フィー」において、従来、加盟時に一時点で収益を認識しておりましたが、

当該サービスの契約期間に応じて収益を認識すること

・顧客（会員企業）への財又はサービスの提供における当社グループの役割が代理人に該当する取引において、従

来は顧客から受け取る対価の総額を収益として認識しておりましたが、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額

を控除した純額で収益を認識すること

 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１四半期

連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認

識会計基準第86項に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほ

とんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

また、収益認識会計基準第86項また書き(１)に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の期首より前まで

に行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づいて会計処理を行い、その累積的影

響額を当第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減しております。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は251百万円、売上原価は161百万円、営業利益、経常利益及び税金等

調整前四半期純利益はそれぞれ90百万円ずつ増加しております。また、利益剰余金の当期首残高は568百万円減少し

ております。

 

(時価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め

る新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。これによる四半期連結財務諸表に与える影響は

軽微であります。

 

EDINET提出書類

ハイアス・アンド・カンパニー株式会社(E32220)

四半期報告書

20/27



（四半期連結貸借対照表関係）

※　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度
（2021年４月30日）

当第１四半期連結会計期間
（2021年７月31日）

投資その他の資産 46,801千円 64,680千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2020年５月１日
至　2020年７月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年５月１日
至　2021年７月31日）

減価償却費 38,230千円 75,510千円

のれんの償却額 28,951千円 26,499千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2020年５月１日　至　2020年７月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（ 千 円 ）

配当金の原資
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2020 年７月 30日
定 時 株 主 総 会

普通株式 44,346 利益剰余金 1.90 2020年４月30日 2020年７月31日

（注）配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金847千円が含まれております。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2021年５月１日　至　2021年７月31日）

１．配当金支払額

　　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

当社は、当第１四半期連結会計期間より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３

月31日。以下「収益認識会計基準」という。）、「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019

年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を適用しており、この結果、利益剰余金に変動が生じてお

ります。これに伴う影響額は、「注記事項（会計方針の変更）」に記載のとおりであります。

また、2021年６月４日付で、株式会社くふうカンパニーから第三者割当増資の払込を受けました。この結

果、当第１四半期連結会計期間において資本金が1,393百万円、資本剰余金が1,318百万円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2020年５月１日　至　2020年７月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

合計
 

コンサル
ティング事
業

建築施工
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 1,591,881 395,180 1,987,062 203 1,987,266 － 1,987,266

セグメント間の内部

売上高又は振替高
60,158 8,130 68,288 3,600 71,888 △71,888 －

計 1,652,039 403,310 2,055,350 3,803 2,059,154 △71,888 1,987,266

セグメント利益又は

損失（△）
198,881 △43,032 155,848 △255 155,593 335 155,928

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、宿泊施設に関する管理

運営及び不動産投資型クラウドファンディング企画運営事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額335千円はセグメント間取引消去額であります。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2021年５月１日　至　2021年７月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

合計
 

コンサル
ティング事
業

建築施工
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 1,651,700 716,014 2,367,714 － 2,367,714 － 2,367,714

セグメント間の内部

売上高又は振替高
38,254 16,447 54,701 － 54,701 △54,701 －

計 1,689,954 732,461 2,422,415 － 2,422,415 △54,701 2,367,714

セグメント利益又は

損失（△）
153,559 △5,842 147,716 △2,295 145,420 990 146,410

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、宿泊施設に関する管理

運営及び不動産投資型クラウドファンディング企画運営事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額990千円はセグメント間取引消去額であります。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

当第１四半期連結累計期間（自 2021年５月1日　至 2021年７月31日）

（単位：千円）

 報告セグメント

その他 合計
 

コンサルティング
事業

建築施工
事業

計

売上高      

一定期間（初期導入フィー） 261,644 － 261,644 － 261,644

一時点（会費、ロイヤルティ

等）
1,390,056 716,014 2,106,070 － 2,106,070

外部顧客への売上高 1,651,700 716,014 2,367,714 － 2,367,714

 

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2020年５月１日
至　2020年７月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年５月１日
至　2021年７月31日）

（１）１株当たり四半期純利益又は四半期純損失

（△）
△14.89円 2.19円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）（千円）
△340,968 69,445

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

又は親会社株主に帰属する四半期純損失（△）（千

円）

△340,968 69,445

普通株式の期中平均株式数（株） 22,895,263 31,681,702

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 － 2.17円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 14,012,600

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －

（注）１．前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するもの

の１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

２．当社は株式報酬制度を導入するための信託が保有する当社株式を連結財務諸表において自己株式として計上

しております。株主資本において自己株式として計上されている当該信託が保有する当社株式は、１株当た

り情報の算定上、期中平均株式数から控除する自己株式に含めております。

当第１四半期連結累計期間において、当該信託が保有する期中平均株式数は384,012株であります。
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（重要な後発事象）

株式給付信託の終了に伴う自己株式の無償取得および株式消却に関し、2021年８月20日の取締役会において当該

自己株式の消却を決議いたしました。内容は下記通りになります。

自己株式の取得の内容

（１）取得対象株式の種類　　普通株式

（２）取得する株式の総数　　52,820株（発行済株式総数に対する割合0.15％）

（３）株式の取得価額の総額　無償

（４）株式の取得日　　　　　2021年８月18日

（５）取得先　　　　　　　　株式会社日本カストディ銀行（信託E口）

自己株式の消却の内容

（１）消却する株式種類　　　普通株式

（２）消却する株式の総数　　52,820株（発行済株式総数に対する割合0.15％）

（３）消却日　　　　　　　　2021年８月30日

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

2021年９月10日

ハイアス・アンド・カンパニー株式会社

取締役会　御中

 

監査法人アリア

東京都港区

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 茂木　秀俊　　印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 山中　康之　　印

 

限定付結論
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているハイアス・アン

ド・カンパニー株式会社の2021年５月１日から2021年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2021年５

月１日から2021年７月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2021年５月１日から2021年７月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、「限定付結論の根拠」に記載した事項

の比較情報に及ぼす可能性のある影響を除き、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠して、ハイアス・アンド・カンパニー株式会社及び連結子会社の2021年７月31日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認め

られなかった。

 

限定付結論の根拠

「追加情報」に記載のとおり、会社は、前連結会計年度の第1四半期連結会計期間に株主からの株主代表訴訟の請求を

受けたことを契機として、過年度決算における売上高の架空計上などの疑義に関する調査を開始し、2020年８月31日には

第三者委員会を設置し、この不適切会計問題を調査してきた。2020年９月30日には、2020年９月28日付の第三者委員会の

中間調査報告書での当該不適切会計問題に関する指摘を受け、会社は、過年度決算を訂正し、遅延していた2020年４月期

の有価証券報告書を提出した。しかし、前々期連結会計年度を含む過年度決算に関して、前任監査人の監査意見は、監査

意見を表明する前提となる経営者の誠実性について深刻な疑義を生じさせる事象が存在したことから、意見不表明となっ

た。これに対し、会社では、前任監査人の意見不表明の原因となった経営者が2020年９月30日付で退任し、2020年12月23

日開催の臨時株主総会によって新経営体制に移行するなどの経営体制の刷新を図っており、経営の信頼を回復するため経

営体制やガバナンスの更なる改革を進められた。

当監査法人は、前任監査人の指摘を踏まえ、前期期首残高を含めた前連結会計年度の連結財務諸表についての潜在的な

虚偽表示の存否を検討するために、第三者調査委員会の調査や前任監査人の監査状況を検討の上、追加的手続を実施し

た。

前連結会計年度の途中まで、前任監査人の意見不表明の原因となった経営者が職務を執行していたため、経営者の誠実

性に関する質的に重要性のある監査上の制約が存在したと考えられるが、経営者の交代により当該制約の解消が図られて

おり、かつ、経営の信頼を回復するための経営体制やガバナンスの改革も進められていることから、前連結会計年度の連

結財務諸表に及ぼす可能性のある影響は重要かつ広範ではなくなったと判断した。また、第三者委員会の調査や前任監査

人の監査での検討結果を踏まえて、当監査法人で実施した追加的手続の結果、前期期首残高を含めた連結財務諸表につい

て重要な虚偽表示が発見されなかった。

当監査法人は、これら検討の結果、前期期首残高を含めた前連結会計年度の連結財務諸表について、上記の制約に関連

する未発見の虚偽表示の影響の広範性はないと判断できたが、前連結会計年度の数値と対応数値に影響を及ぼす可能性が

あるため、前連結会計年度の連結財務諸表に対して限定付適正意見を表明することとした。

当監査法人は、当該事項が当連結会計年度の第１四半期連結会計期間の数値と対応数値の比較可能性に影響を及ぼす可

能性があるため、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間に係る四半期連結財務諸表に対

して限定付結論を表明することとした。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し
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ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、限定付結論の表明の基礎となる証

拠を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期

連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でな

い場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる

事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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